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巨大地震を想定した一括備蓄代行サービスの提案 

 

麻生彩夏、塩野由季、手塚龍一、西澤晃弘、松山靖奈 

（日本大学商学部秋川卓也研究室） 

 

要旨 

東日本大震災発災時、東北地方は物資不足に陥り、被災者は精神的にも肉体的にも負担を強いられた。また、首都圏

では交通機関の停止などにより多くの帰宅困難者が発生した。東京都は帰宅困難者対策条例において一斉帰宅の抑制

に、事業者は備蓄に努めるよう推進している。東日本大震災時の物資不足の原因を明らかにすることで、今後首都圏に甚

大な被害を及ぼすことであろう将来の巨大地震に備えることができるはずである。本論文では、防災対策の 1 つとして事業

所内備蓄を促進のため、備蓄に関する様々な業務のサービスを提供する新たなビジネスを提案する。企業の日々の業務

のなかで、備蓄品の管理、更新や廃棄などを行うための時間やコストは事業者にとって大きな負担になるが、企業内備蓄

を低コストで代行することで事業所の負担は軽くなり、事業所内備蓄の推進が可能となろう。 

 

キーワード: 首都巨大地震、防災、備蓄、帰宅困難者

1. はじめに 

2011年 3月 11日、東日本大震災発災時、被

災地である東北地方は深刻な物資不足に陥っ

た。物資不足は長期的になるほど心身ともに負

担となり、被災後の生活を送る上で命の危険を

脅かしかねない。物資不足の原因を明らかにす

ることで、首都圏を巻き込み甚大な被害を及ぼ

すとされている巨大地震に備えることができる。

本論文では、南海トラフ地震や首都直下型地震

といった巨大地震を想定したうえで、事業所に

おける新たな防災対策として、事業所内備蓄の

代行サービスを提案する。 

  

2. 東日本大震災の際の状況 

東日本大震災による死者は 1 万 5889 人、

行方不明者は 2594人（平成 27年 1月 9日現

在、警察庁による）にも上る。家屋の倒壊や

火災による死者以上に、津波による死者が多数

存在する。 

 

2.1 いわき市調査 

震災から 2 年経過した 2013 年 9 月 12 日に

福島県のいわき市役所に訪問調査を行い、発

災時の状況・対応・当時の備蓄状況等を伺った。

また、実際に津波等の被害にあった沿岸部に足

を運び、現状や被害を目の当たりにした。 

震災発生後、避難所では元々備蓄してあった

かんぱんが配布されたが、震災に対する準備不

足により、避難者数 2 万人に対して備蓄の供給

は 2 日間に限られた。一方、直接被害を受けず、

自宅で生活をしていた住民は、スーパーやコン

ビニなど小売店で商品を調達した。そのために、

小売店の商品は継続的に枯渇し、補充に努めよ

うとしても、交通網が寸断され、輸送ルートの確

保が困難になった。それに加え、原発問題が拡

大すると、支援物資や商品補充などの輸送車両

が福島県いわき市に近づくことに難色を示した。

実際に、救援物資の到着が再開したのは震災

発生から 1週間以上が経過した後である。 

 

2.2 首都圏での被害 

 東日本大震災発生時、首都圏では約 515万

人（平成 24年 3月 9日当時、内閣府による）

の帰宅困難者が発生した。地震の影響で鉄道・

バスなどの交通機関が停止し、事業者や学校

が帰宅を促したこともあり、道路渋滞だけで

なく、交差点での渋滞が交通網を膠着状態に

させるグリッドロック現象が各所に発生した。 

大勢の人が一斉に帰宅しようとすると 2次

災害発生が発生する危険性がある。群集が大

規模火災を前に逃げ場をなくして、群衆雪崩

が発生するかもしれない。また、救急・消防

の通行の妨げとなり、最優先に救助すべきは

ずの人命を奪ってしまいかねない。2 次災害

を防ぐためには帰宅困難者の発生を防ぐ必要

があることは明らかである。 

 

3. 巨大地震に備えた備蓄対策と問題  

3.1  行政 

首都を巻き込む巨大地震が発生した際、公共
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機関等が全域で停止すれば、最大で 960 万人

もの帰宅困難者が発生するとされている。巨大

地震に備えた行政の備蓄の現状や対策を把握

するため、農林水産省、東京都庁、千代田区役

所へ訪問調査を行った。その結果、東京都庁で

は 3 日分の備蓄確保を目標としているが、備蓄

品の費用やスペースの確保には限界があるため、

2日分にとどまっていることが明らかとなった。 

また、千代田区では、住民用の備蓄は確保し

ているものの、千代田区で発生すると予想される

帰宅困難者 50万人分の備蓄は十分に確保され

ていないことが分かった。行政だけで行うのは、

東京都と同様の理由で困難であり、民間企業や

個人からの協力を依存しているのが現状である。 

行政のみで備蓄を行うのには限界に達してお

り、帰宅困難者向けの備蓄が絶対的に不足して

いる。東京都帰宅困難者対策条例が制定され、

事業者に対して従業員分だけではなく、帰宅困

難者用に従業員の 10％分の追加備蓄を努力義

務とされた。さらに、2次災害を防ぐために、地震

発生時には従業員はむやみに帰宅せず、その

場（事業所内）で待機することが努力義務とされ

ている。また、行政による支援物資の開始時間

が遅れる可能性が高いことが予想されていること

もある。以上の理由により、待機する場である事

業内での食糧・生活品の備蓄が大きな要となる

ことが分かる。 

 

3.2 民間企業   

民間企事業者の備蓄の現状を知るために、

事業者向けに従業員・帰宅困難者用の備蓄状

況に関するアンケート調査を行った。平成 26 年

8月にマクロミル社を通じて、「職業が経営者、役

員、会社員（食品製造業）、パート・アルバイトか

つ震災に備えた備蓄の選定権、決定権がある人」

103 名に対して、震災備蓄に関するウェブアンケ

ートを行った。図 1と図 2は備蓄日数に関するア

ンケートの結果であるが、従業員用と帰宅困難

者用ともに、約 70％もの企業では、保有する備

蓄量が行政の推奨する 3 日分に満たないことが

明らかとなった。 

また、図 3 は東京都総務局による、企業の備

蓄が進まない理由に関するアンケート結果であ

る。特に、「備蓄場所確保が困難」「負担費用が

多額」「購入費用の確保」といった問題が上位に

挙がった。このことから、大きな課題はスペースと

コストにあることが明らかとなった。 

 

 

「震災備蓄に関するアンケート」（2014年 8月 29日から

31日）より作成 

図 1 事業所内での従業員用の備蓄状況 

 

 

 
「震災備蓄に関するアンケート」（2014年 8月 29日から

31日）より作成 

図 2 事業所内での帰宅困難者用の備蓄状況 

 

4. 事業者内備蓄の促進に向けた提案 

以上の問題点を踏まえ、事業者内備蓄を促

進させるために「備蓄フルサポートビジネス」を提

案する。備蓄フルサポートビジネスとは、顧客事

業者が行わなければならない備蓄に関するすべ

ての業務を代行または補助するものである。明ら

かとなった事業所内備蓄の問題点に対応したサ

ービスを提供することで、事業者の抱える問題を

一括で解決し、負担が軽減されれば、事業者内

備蓄が進むと考えられる。 

 

4.1 備蓄フルサポートビジネスの内容 

以下の 5 つのサービスを備蓄品販売に合わ
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せて提供することで、備蓄に関わる業務をトータ

ルでサポート可能となる。 

 

 

出典：東京都総務局『東京都内事業所の帰宅困難

者対策実態調査について』 

図 3 備蓄が進まない問題点 

まず、現状分析サービスである。これは備蓄を

行う事業者の備蓄状況、必要備蓄数とスペース、

現状維持で起こりうる問題点を分析するサービ

スである。ここで得られた情報は他のサービス内

容を考えるもととなる。また、この情報を顧客事

業者に告知することで危機意識を高める狙いも

ある。 

第 2 に、分析提案サービスである。ここでは現

状分析によって得られた情報をもとに、顧客事

業者の必要備蓄数と品目を事業者の要望を踏

まえて提案をする。このビジネスで提供する備蓄

品は備蓄専用品だけでなく一般商品も活用し、

A4 サイズの箱に 1 人 1 日分の食品・生活用品

を入るようにパッケージを行う。このパッケージの

内容は事業者の要望に合わせて変更可能とす

る。 

第 3 にスペーシング・サービスである。現状分

析によって得られた情報をもとに、顧客事業者

のオフィス内で備蓄に活用できるスペースを探し

出すほか、備蓄品の保管方法も提案する。 

第 4に、管理更新サービスである。このサービ

スでは、備蓄品量と消費期限の管理、期限が近

づいた食品の更新・廃棄作業を代行するもので

ある。提供する備蓄品のデータはオンラインデ

ータベースで管理し、期限が近づく備蓄品は、

顧客に連絡をした後、期限 2 か月前までに新し

い備蓄品と交換する。回収した食品はフードバ

ンクへの寄付へと役立てることができる。この点

については、次節で触れることとする。 

最後に、サポートサービスである。東京都や千

代田区には備蓄品の購入費を補助する制度が

ある。この補助を受けるためには協定の締結や

事業継続計画（BCP）の策定などの条件をクリア

しなければならない。この条件を達成するための

提案やコンサルタントの斡旋を積極的に行って

いく。以上の 5 つのサービスをセットで提供する

ことで事業者内備蓄を促進させることが可能だと

考える。 

 

表 1 各サービスの内容とメリット 

サービス 内  容 メリット 

現状分析 ・備蓄状況・問題点

の分析 

・分析内容を告知 

・不足している品

目、見落として

いた問題点に

気が付く 

・危機意識の向上 

分析提案 ・現状分析から得た

情報を基に備蓄

品の提案 

・無駄なく備蓄品

をそろえること

が可能 

・要望に沿った内

容を提案 

スペーシン

グ 

・スペースの有効活

用 

・新スペースの確保 

・今まで以上の備

蓄が可能 

・倉庫等を借りる

必要がない 

管理更新 ・備蓄品の数量・期

限の管理及び更

新作業の代行 

・期限管理や更新

作業をせずに

済む 

サポート ・補助を受けるサポ

ート 

・金銭的負担の低

減 

・BCP策定 

 

4.2 フードバンクへの寄付 

消費期限が近く、交換対象となる備蓄品を無

料配布する事業者もある。しかし、多くの備蓄品

を無料配布するのは手間がかかり、多くの場合

は廃棄されている。廃棄の場合、産業廃棄物処

理業者に対する委託料金がかかる。こうした廃

棄コストを最小限に抑えるため、フードバンクへ

の寄付を提案したい。 

フードバンクとは、まだ十分に食べられるにも

関わらず、様々な理由で廃棄されてしまう食品を

引き取り、児童養護施設の子供達、路上生活を

強いられている人達などに届ける活動を行って

いる団体である。フードバンクに寄付を行うことで、

9%

18.2%

4%

7.5%

12.1%

13.6%

35.5%

無回答

その他

備蓄として必要な商品が

わからないから

備蓄する必要を感じない

ため

備蓄の購入費用を確保す

るのが難しいため

備蓄の保管作業や更新等

の負担費用が多額なため

備蓄の保管スペースを確

保するのが難しいため
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社会貢献の一環にもなる。また、備蓄品の寄付

は税法上で物納として認められ、損金扱いとなり、

法人税が一部控除されるというメリットもある。 

しかし、事前に配布計画を立てる必要がある

ため、提供 2ヶ月前に提供意思をフードバンクに

伝える必要がある。 

また、備蓄品は長期保存品のため、次回の寄

付まで期間が空き、担当者の変更、連絡や、手

続きに手間取ってしまう問題点もある。 

こうした問題点に対して、管理更新で使用して

いる備蓄品のデータベースに基づき、事前に提

供可能な品目と時期情報を共有することで対応

する。各事業者の寄付可能日が一目瞭然になり、

何度も連絡を取る必要や新担当者が手続きに

手間取ることがなくなる。寄付日程が事前に分か

るため、フードバンクは、配布計画を組みやすく

なる。このシステムの可能性について、フードバ

ンクの担当者からは、「オンライン上で寄付日付

の情報を共有する事ができれば、計画が立てや

すい。今までにそのような仕組みはなく、事業者

からの寄付が増えるのは嬉しい」との意見を頂い

た。 

 

5. 提案に対する検証 

5.1 助成金制度を利用したコスト試算 

サービスを利用する事業者が負担する場合の

コストの試算を行う。実際に備蓄ビジネスを利用

した際の料金は備蓄品費にサービス料を加え、

1 人当たり一括払いで 7 日分 12,000 円、1 日分

では 1,700 円と仮定する。分割払いが可能であ

れば、負担をさらに減らすことが可能であろう。 

 

表 2 モデル事業所 

場所 千代田区 

所属する企業の資本金 2,000万円 

所属する企業の所得 1,400万円 

事業所の従業員 50人 

条例に基づいた帰宅困難者 5人 

備蓄日数 7日 

 

モデル事業所の所在地を、事業所の密集地

帯でもある千代田区に設定した（表 2）。帰宅困

難者も含め 55 人分の備蓄コストがかかるため、

支払い料金は 654,500円（11,900円×55人）とな

る。 

 

表 3 助成制度適用条件 

 東京都 千代田区 

条件 ・BCPの作成 

・施設が所在する区町村との帰宅困

難者受け入れに関する協定 

助成

内容 

帰宅困難者用の

備蓄品費の 5/6

を助成 

従業員、帰宅困難

者用の備蓄品費

の 2/3助成 

出典:東京都防災ホームページ『東京都民間一

時滞在施設備蓄品購入費用補助金交付要綱の

概要』および千代田区『事業所における備蓄

物資購入の費用助成』 

 

行政の補助制度を利用することで費用削減が

可能になる。東京都と千代田区の補助制度をモ

デル事業所に当てはめると、東京都の制度では、

約 2 万円、千代田区の制度では 10 万円も補助

される。これらの制度を併用することはできない

ので、より優遇される補助制度を利用すればい

いであろう。 

さらに、備蓄品寄付による法人税の控除があ

る。特別損金算入限度額の計算式は以下となる。 

 

 

損金算入限度額＝資本金等の額(※1)×0.25% 

     ＋所得の金額(※2)×2.5%÷4 

 

※1 事業年度が 1年未満の法人は、資本金等の額を月

数割（当期の月数÷12）して計算 

※2 所得の金額は、支出した寄附金の額を損金に算入

しないものとして計算 

出典:内閣府『フードバンクへの寄附に係る税制上の

取扱い』 

 

資本金 2,000万円、所得 1,400万円のモデル

事業所では、約 7万円も控除され、1人当たりに

換算すると 1,188 円控除される。これらの補助控

除が適用すると 1 人辺り 8,894 円になり、25％も

の削減が可能になる。サポートを利用して補助

金を得られれば、モデル事業所での 55 人 7 日

分の備蓄コストは 654,500円から 489,170円へと

約 25％コストダウンされる。 

 

5.2 提案の評価 

備蓄フルサポートサービスを実施したところ、

80％の事業者から利用したいとの回答が得られ

た（図 4）。本論文の提案は充分な需要があると

考えられる。 
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「震災備蓄に関するアンケート」（2014年 8月 29日から

31日）より作成 

図 4 潜在利用者 

 

6. まとめ 

果たして、東日本大震災で過去の震災の教

訓が十分に生かされたと言えるのであろうか。今

後起こりうる巨大地震では、同じ過ちを繰り返し

てはいけない。本論文では、防災対策の 1 つと

して事業所内備蓄の促進のため、備蓄に関する

様々な業務のサービスを一括で提供する新たな

ビジネスの提案を行った。 

現在、備蓄品を販売している企業は多く存在

するが、管理や更新は顧客任せである。販売だ

けでなく、事業者にとって負担になりがちである

備蓄品の管理、更新、廃棄などを低コストで代

行することで事業者の負担は軽くなり、事業所内

備蓄の推進が可能となる。また、フードバンクと

企業の連携や、分割払いなどの追加サービスを

取り込むことも有効であろう。 

震災の意識が日々風化していく中、現状の防

災対策が十分であるか、もう一度見直す必要が

あろう。本論文の提案が実現することは、安全な

社会に貢献するものと考える。 
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